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略 歴

1941 年 9 月 15 日生まれ

学 歴

1965 年 3 月 法政大学法学部卒業

1967 年 3 月 法政大学大学院社会科学研究科私法学専攻修士課程修了

1973 年 3 月 法政大学大学院社会科学研究科私法学専攻博士課程満期退学

職 歴

1974 年 4 月 九州産業大学商学部講師

1976 年 4 月 名城大学法学部助教授

1984 年 4 月 名城大学法学部教授

1995 年 4 月 名城大学大学院法学研究科主任教授 (2001 年 3 月 31 日まで)

2002 年 4 月 名城大学法学部法学科長 (2003 年 3 月 31 日まで)

2003 年 4 月 名城大学大学院法学研究科主任教授 (2005 年 3 月 31 日まで)

2005 年 4 月 名城大学総合研究所所員

2014 年 4 月 名城大学名誉教授
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著 作 目 録

編・著書

民法総則 (本城武雄・小脇一海編) 嵯峨野書院 1984 年

債権各論 (水本浩・遠藤浩編) 青林書院 1986 年

物権法 (本城武雄・月岡利男編) 嵯峨野書院 1987 年

債権法各論 (本城武雄・大坪実編) 嵯峨野書院 1987 年

債権各論 (小野幸二編) 八千代出版 1990 年

注解不動産法 [第 1巻] (遠藤浩・平井一雄編) 青林書院 1993 年

債権各論 [改訂版] 青林書院 1993 年

判例演習民法 2 (石井喜久夫・湯浅道夫編) 成文堂 1993 年

民法総則 (本城武雄・目崎哲久編) 嵯峨野書院 1996 年

物権法､ 担保物権法 (�澤秀吉・多田利隆編) 嵯峨野書院 1999 年

債権法各論 [改訂版] 嵯峨野書院 2001 年

債権法総論 (�澤秀吉・堀田泰司編) 嵯峨野書院 2006 年

債権法各論 (�澤秀吉・采女博文編) 嵯峨野書院 2006 年

親族法・相続法 (�澤秀吉・緒方直人編) 嵯峨野書院 2006 年

民法総則 (�澤秀吉・堀田泰司編) 嵯峨野書院 2007 年

物権法 (�澤秀吉・采女博文編) 嵯峨野書院 2008 年

論 文

登記の公信力と民法 94 条 2 項､ 96 条 3 項の意味 法学志林 70 巻 1 号 1972 年

無権利者の処分行為と相続によるその追完 九州産業大学商経論叢15巻2号

1975 年

抵当権が設定されている不動産が売買された場合､ 不動産取引の基礎

その買主と抵当権者との関係 (青林書院新社) 1976 年

抵当権が設定されている不動産が売買された場合､ 不動産取引の基礎

その買主と抵当権者との関係 [新版] (青林書院新社) 1983 年

土地と建物の法律関係 名城大学創立30周年記念論文集

(法学篇)(法律文化社) 1978 年

土地と建物の法律関係 (二) 名城法学 27 巻 1・2 合併号

1978 年
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土地と建物の法律関係 (三) 名城法学 27 巻 3・4 合併号

1978 年

相続回復請求権の消滅時効 (二) 名城法学 29 巻 1・2 合併号

1980 年

相続回復請求権の消滅時効 (三) 名城法学 29 巻 4 号 1980 年

相続回復請求権の消滅時効 (四) 名城法学 30 巻 1 号 1980 年

相続回復請求権の消滅時効 (五・完) 名城法学 30 巻 2 号 1980 年

登記不要の物権 基本判例双書 民法[総則･物権]

―入会権ほか (同文館) 1980 年

占有改定と即時取得 現代民法学の基本問題 上巻

(内山尚三､ 黒木三郎､

石川利夫先生還暦記念)

(第一法規) 1983 年

無効と取消 名城法学 34 巻 1 号 1984 年

相続財産の分離清算請求の要件 名城法学 34 巻 4 号 1985 年

売買代金債権の消滅時効 名城法学 35 巻 3 号 1986 年

予告登記の効力 名城法学 36 巻別冊 1986 年

(長尾久衛教授還暦記念論文集)

相続の承認について 名城法学 36 巻 2 号 1987 年

―とくにいわゆる法定単純承認を中心として

解除と登記 基本問題セミナー・民法 1

(一粒社) 1987 年

不法行為債務の遅滞 名城法学 37 巻 3 号 1988 年

不法行為における因果関係 債権法重要論点研究

(酒井書店) 1988 年

債務不履行における慰謝料の請求 民事責任の現代的課題

(中川淳先生還暦祝賀論集)

(世界思想社) 1989 年

準消費貸借の効力―または更改の効力 名城法学 38 巻別冊 1989 年

(本城武雄先生還暦記念論文集)

協同組合の総会決議に対する異議申立方法 名城法学 39 巻 4 号 1990 年

―漁業協同組合の場合を中心として
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債務不履行における相殺の禁止 名城大学創立40周年記念論文集

(法学篇)(法律文化社) 1991 年

法人登記の意味 名城法学 41 巻別冊 1991 年

(柏木駿先生還暦記念論文集)

法律行為の取消と登記 民法総則･物権法重要論点研究

(酒井書店) 1991 年

消滅時効と除斥期間 ―取消権の時効を中心として 名城法学 41 巻 1 号 1991 年

贈与の失効 名城法学 42 巻別冊 1992 年

―親子､ 兄弟間の贈与を中心として (菊地正先生還暦記念論文集)

時効の効果 (一) 名城法学 44 巻 1 号 1994 年

対抗要件としての引渡の意義 名城法学 45 巻 2 号 1995 年

(故菊地正教授追悼論文集)

被保護成年者の必要品契約 被保護成年者制度の研究

(勁草書房) 1996 年

後見人の単独制について 名城法学 46 巻 1 号 1996 年

取得時効の成立要件五則 (一) 名城法学 47 巻 3 号 1997 年

取得時効の成立要件五則 (二) 名城法学 47 巻 4 号 1998 年

必要品契約 判例タイムズ 972 号 1998 年

制限無能力者の能力 法学志林 98 巻 2 号 2001 年

―成年後見法の成立を迎えて (須永醇教授定年退職記念号)

時効の援用 九州国際大学法学論集9巻3号

(梶山純､ 春田一男教授

退職記念号) 2003 年

受贈者による取得時効 財産法諸問題の研究

(小林一俊博士古希記念論集)

(酒井書店) 2004 年

遺留分の保全 現代民事法学の構想

―その権限の性質を中心として (内山尚三先生追悼論文集)

(信山社) 2004 年

遺留分の保全 名城法学 54 巻 1・2 合併号

―その期間制限を中心として (平川亮一教授退職記念論文集)

2004 年

平成の法人制度の改革 民法総則 [追補] 2007 年
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ある種の過失 名城法学 57 巻 1・2 号合併号

―短期取得時効と善意取得の場合 (小�剛教授退職記念号)

2007 年

国民の司法参加としての裁判員制度 名城法学 59 巻 1 号 2009 年

そ の 他

相続放棄と登記 法学志林 66 巻 2 号 1969 年

時効取得と登記 法学志林 70 巻 4 号 1973 年

仮登記担保の効力 名城法学 26 巻 3・4 合併号

1977 年

相続回復請求権の消滅時効 法律時報 51 巻 10 号 1979 年

商事消滅時効 名城法学 30 巻 4 号 1981 年

―商行為たる消費貸借に基づいて支払われた

制限超過利息の返還請求権の消滅時効は 10 年で

あるとする最判にことよせて

不法行為責任に関する 20 年の期間制限 金融・商事判例622号 1981 年

未登記不動産の取得と民法第 177 条 法律時報 54 巻 8 号 1982 年

不法行為責任に関する 20 年の期間制限 判例タイムズ 472 号 1982 年

(昭和56年度民事主要判例解説)

闘犬が引き起こした人の死亡事故と 金融・商事判例663号 1983 年

それに対する飼い主の内縁の妻の責任

合意解除と登記 名城法学 33 巻 4 号 1984 年

債務者が破産した場合の動産先取特権の物上代位 法律時報 56 巻 10 号 1984 年

解除条件付売買と買主の取得時効 名城法学 35 巻 4 号 1986 年

債権譲渡の対抗要件と債権の準占有者に対する弁済 名城法学 36 巻 4 号 1987 年

農地の取引制限に関する消滅時効 名城法学 37 巻 1 号 1987 年

農地の取引制限に関する消滅時効とその無許可転用 名城法学 37 巻 1 号 1987 年

同時履行の抗弁権に対する準消費貸借の効力 名城法学 37 巻 4 号 1988 年

動産先取特権と集合動産の譲渡担保との競合 名城法学 38 巻 1 号 1988 年

夫婦財産契約の存在例とその税法上の効力 名城法学 38 巻 4 号 1989 年

共同漁業権放棄に対する補償金の配分方法 名城法学 39 巻 2 号 1990 年

分裂医師会と法人の設立許可基準 名城法学 39 巻 3 号 1990 年

不法行為責任に関する 20 年の期間制限 名城法学 41 巻 1 号 1991 年
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遺産分割の解除 名城法学 41 巻 4 号 1992 年

保険金返還請求権の消滅時効 (上) 名城法学 42 巻 2 号 1993 年

事実上の後見人がした代理行為の効力 名城法学 46 巻 1 号 1996 年

相続回復請求権の消滅時効とその援用権者 民商法雑誌 115 巻 4・5 号

1997 年

取得時効の成立要件 名城法学 47 巻 4 号 1998 年

判例回顧・民法 (総則・物権) 法律時報臨時増刊 57 巻 2 号

(判例回顧と展望1984) 1985 年

判例回顧・民法 (総則・物権) 法律時報臨時増刊 58 巻 3 号

(判例回顧と展望1985) 1986 年

司法試験シリーズ 2 民法 別冊法学セミナー 44 号

(日本評論社) 1980 年

司法試験シリーズ 2 民法 [新版] 別冊法学セミナー 57 号

(日本評論社) 1983 年

司法試験シリーズ [第 3版] 別冊法学セミナー 125 号

(日本評論社) 1994 年

現代法律用語 400 選 (創成社) 1986 年
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